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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

予防・健康づくりのための住環境整備のための研究 

生活習慣病・循環器疾患関連ガイドラインにおける住環境に関する記載の検討 

研究分担者  杉山 大典  慶應義塾大学 看護医療学部  教授 

 

研究要旨 

診療ガイドラインは「健康に関する重要な課題について、医療利用者と提供者の意思決定を支援す

るために、システマティックレビューによりエビデンス総体を評価し、益と害のバランスを勘案して、

最適と考えられる推奨を提示する文書」として無料公開されているものであり、適切な医療情報やエ

ビデンスを一般市民などの「医療利用者」と共有するための媒体として重要である。本研究では国内

の生活習慣病・循環器疾患の関連ガイドラインを対象にして、住環境と各疾患の関連に関する記載の

有無や記載内容について文献的に検討することとした。 

2024 年 12 月末時点で一般公開されている国内の生活習慣病・循環器疾患の関連ガイドライン最新

版を対象に、住環境に関する記載の有無や記載内容について検討を行った。結果、検討した計 57 編

のガイドラインのうち、住環境と生活習慣病・循環器疾患の関連について直接の記載があるものが２

編あった。高血圧治療ガイドライン 2019 では、寒冷が血圧を上げ冬季には血圧が高くなり、脳血管

疾患による冬季の死亡率は暖房や防寒が不十分な場合に高くなるため、高血圧患者では冬季の暖房に

配慮すべきとの言及があった。また、糖尿病診療ガイドライン 2024 では、住居を貧困率の高い地域

から低い地域に転居するといった研究や、健康的な食品を買いやすく、運動しやすい住環境では糖尿

病の発症リスクが低いことから、社会環境的側面での住環境の重要性について言及していた。その他、

季節・外気温と循環器疾患の関連について記載したものが 1 編、災害時における循環器疾患予防のた

めの避難所の環境について述べたものが 1 編存在した。 

生活習慣病・循環器疾患の診療ガイドラインでは、食生活・喫煙・飲酒・運動習慣といった他の生

活習慣・生活環境に比べると、住環境に関する記載は非常に少なく、言及されている場合でも国内の

研究を根拠としているものは皆無であり、健康日本 21（第 3 次）の新たな視点として挙げられてい

る「自然に健康になれる環境づくり」を今後推進していく上でも、国内においてもエビデンスが蓄積・

活用されていくことが望ましいと考える。 

A．研究目的 

 診療ガイドラインは、その作成にあたっての指

針となる Minds 診療ガイドライン作成マニュア

ル 2020 ver.3.0 においては「健康に関する重要な

課題について、医療利用者と提供者の意思決定を

支援するために、システマティックレビューによ

りエビデンス総体を評価し、益と害のバランスを

勘案して、最適と考えられる推奨を提示する文

書」１）と定義されている。ここで言及されてい

る「医療利用者」とは患者やその家族、一般市民

などのことを指し、診療ガイドラインは「提供

者」である医療従事者のためだけに存在している

ものではない。前述の診療ガイドライン作成マニ

ュアルを執筆・編集している公益財団法人日本医

療機能評価機構では、2002 年度から EBM 普及

推進事業（通称 Minds）を開始しており、質の高
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い診療ガイドラインの普及を通じて「医療利用

者」と「医療提供者」の意思決定を支援し、医療

の質の向上を図ることを目的としているが、診療

ガイドライン作成支援、診療ガイドライン評価選

定・公開、診療ガイドライン活用促進に加えて、

患者・市民支援を事業の柱としており、診療ガイ

ドラインデータベース「Minds ガイドラインライ

ブラリ」（https://minds.jcqhc.or.jp/） を通じて

無料で誰でも診療ガイドラインにアクセスできる

環境の整備に従事している。 

適切な医療情報やエビデンスを一般市民などの

「医療利用者」と共有することは予防医学を推進

する上で重要な施策となる。例えば、健康日本

21（第 2 次）においては、がん・循環器疾患・糖

尿病と並んで、対策を必要とする主要な生活習慣

病として慢性閉塞性肺疾患(COPD)が挙げられ、

同疾患に対する具体的な目標として、健康日本

21（第 2 次）開始時点では 25%である COPD の

「認知率」を今後 10 年間に 80%にすることが定

められた。健康日本 21（第２次）終了時点では

目標とする認知率には至らなかったものの２）、健

康日本 21（第 3 次）の目標として新たに

「COPD の死亡率の減少」が掲げられ、施策目

標としては一歩前進した形となっている。 

診療ガイドラインは無料公開されているもので

あり、「医療利用者」の目にも触れやすい媒体で

あることから、本研究では国内の生活習慣病・循

環器疾患の関連ガイドラインを対象にして、住環

境と各疾患の関連に関する記載の有無や記載内容

について文献的に検討することとした。 

 

B．研究方法 

 2024 年 12 月末時点で一般公開されている国内

の生活習慣病・循環器疾患の関連ガイドライン最

新版を対象に、住環境に関する記載の有無や記載

内容について検討を行った。対象としたガイドラ

インは以下の通りである。 

 

・高血圧治療ガイドライン 2019（日本高血圧学会） 

・糖尿病診療ガイドライン 2024（日本糖尿病学会） 

・動脈硬化性疾患予防ガイドライン 2022（日本動

脈硬化学会） 

・高尿酸血症・痛風の治療ガイドライン第 3 版

2022 年追補版（日本痛風・尿酸核酸学会） 

・循環器病ガイドラインシリーズ 52 編（日本循

環器学会など） 

・脳卒中治療ガイドライン 2021[改訂 2023]（日本

脳卒中学会） 

 

なお、動脈硬化性疾患予防のための脂質異常症

診療ガイド 2023 年版のように、一般公開されて

いない診療ガイドの類は今回の検討対象からは除

外した。 

 

C．研究結果 

計 57 編のガイドラインのうち、住環境と生活習

慣病・循環器疾患の関連について直接の記載があ

るものが２編、季節・外気温と循環器疾患の関連

について記載したものが 1 編、災害時における循

環器疾患予防のための避難所の環境について述べ

たものが 1 編存在した。 

高血圧治療ガイドライン 2019３）においては、

「第 4 章 生活習慣の修正」における POINT と

して「8.その他：防寒や情動ストレスの管理などを

行う」という項目があった。また、p70「７．その

他の生活習慣の修正」にて、寒冷が血圧を上げ、冬

季には血圧が高くなり、脳血管疾患による冬季の

死亡率は暖房や防寒が不十分な場合に高くなると

いう観察研究４）を引用して、高血圧患者では冬季

の暖房に配慮すべきとの言及があるとともに、日

本では特にトイレや浴室・脱衣所などの暖房が見

過ごされやすいため注意が必要との記載があった。 

糖尿病診療ガイドライン 2024５）では、Q21-1 と

して「ストレスや労働環境などの心理社会的要因

は 2 型糖尿病の発症にどの程度関与するか？」と

いうクエスチョンが立てられ、その回答として【ポ

イント】に「劣悪な労働環境や社会環境も 2 型糖

尿病の重要な危険因子となり得る」というサマリ

ーが記載されているが、より具体的な記載として

は p474 本文にて住居を貧困率の高い地域から低

い地域に転居すると発症リスクが低下するという
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報告６）や、健康的な食品を買いやすく、運動しや

すい住環境では発症リスクが低いという研究７）を

引用して、社会環境的側面から住環境の重要性に

ついて言及していた。 

加えて、住環境との関係について直接的な関係

を記載したものではないが、2023 年改訂版冠動

脈疾患の一次予防に関する診療ガイドライン８）に

おいては、「第 2 章 危険因子の評価と治療」の「7.

喫煙、環境要因、冠動脈疾患(CAD)発症時対処に関

する患者教育・市民啓発、高尿酸血症と CAD」に

おける「7.1.3 季節・気温と CAD」(p44)にて、「寒

冷（冬季の低気温）・暑熱（夏季の高気温）、急激な

温度変化が冠動脈疾患誘発リスクを高めるため、

冠動脈疾患ハイリスク者はこれらに留意するなど

の指導を考慮する」というステートメントに対し

て、冬季もしくは低気温による循環器疾患のリス

ク浄書を示した複数の国内研究の知見 9)～11)も踏

まえて推奨クラス IIa（エビデンス・見解から、有

効・有用である可能性が高い）・エビデンスレベル

C（専門家および／または小規模臨床試験（後ろ向

き試験及び登録を含む）で意見が一致したもの）

と設定されていた。 

また、2014 年版災害時循環器疾患の予防・管理

に関するガイドライン 12)では、いわゆる疫学研究

の記載に基づく記載ではないが、災害時に循環器

疾患のリスクを減らすために望ましい避難所環境

について述べられていた(p11-12)。 

 

D．考察 

2024 年 12 月末時点においては、国内の生活習

慣病・循環器疾患の関連ガイドライン 57 編を検討

したところ、住環境との関連について直接的な記

載があるもの２編・間接的な記載があるもの 2 編

と計 4 編程度であり、診療ガイドラインにおける

生活習慣病・循環器疾患と住環境の関連について

の記載は、食生活・喫煙・飲酒・運動習慣といった

他の生活習慣・生活環境についての記載と比較し

て、間接的に関係のある記載を加えても数えるほ

どしかないことが明らかとなった。やはり臨床系

の診療ガイドラインの場合、個々人のアプローチ

へのしやすさを考えると、まずは食事・運動への

働きかけに重点を置かれているものと思われる。

一方、海外においても、2010 年から米国心臓病学

会(AHA) が提唱した心臓病や脳卒中を予防する

ための Life’s Simple 7 をアップデートした Life’s 

Essential 8 が発表され１３）、2024 年版 AHA/ASA

脳卒中予防ガイドラインにも引用されているが、

そこに含まれるコンポーネントは「1 健康的な食

事、2 習慣的な身体活動、3 血糖コントロール、

4 適正体重、5 脂質の管理、6 血圧の管理、7 禁

煙、8 睡眠時間の維持」の 8 つであり、住環境の

整備に関する言及はない。しかしながら、生活習

慣病・循環器疾患対策としての住環境の整備は糖

尿病診療ガイドライン 2024 で述べられているよ

うに社会環境的側面もあり、Life’s Essential 8 の

コンポーネントのさらに上流に位置すると考えら

れる。健康日本 21（第 3 次）の新たな視点として

「自然に健康になれる環境づくり」が挙げられて

おり１４）、いわゆるナッジを利用した「ゼロ次予防」

的な観点から鑑みて、住環境の設備は従来の生活

環境・生活習慣のカバーしきれない、いわゆる「残

余リスク」への対策として考慮すべき問題と考え

られる。 

また、住環境と生活習慣病・循環器疾患との関

連について直接的な記載があった高血圧治療ガイ

ドライン 2019、糖尿病診療ガイドライン 2024 に

おいても、引用された根拠となる研究は海外のも

のであり４）、６）、７）、日本国内で行われた研究は引

用されていなかった。住環境は食生活と同様に文

化特性・地域特性が色濃く反映されるものである

ため、今後国内においてもエビデンスが蓄積され

ていくことが望ましいと考える。 

 

E．結論 

適切な医療情報やエビデンスを一般市民など

の「医療利用者」と共有するための媒体として重

要である生活習慣病・循環器疾患領域の診療ガイ

ドラインにおいて、住環境に関する記載があるガ

イドラインはごくわずかであり、それらの記載も

国内の研究を根拠として挙げているものは皆無

であった。今後、今後健康日本 21（第 3 次）の

新たに掲げた「自然に健康になれる環境づくり」
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を推進する上でも、国内における知見を蓄積する

とともに、それらがエビデンスしてガイドライン

に活用されていくことが望ましいと考えられる。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 
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